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茨城県警察の施策による成果
令 和 ６ 年 ３ 月 1 5 日

高齢者総合安全対策の推進により
刑法犯認知件数、交通死亡事故の抑制等、全体として大きな成果が出ている

巡回連絡を活用した高齢者総合安全対策の推進

⇨ 本年1⽉末現在 高齢者世帯53万世帯中 約33万世帯（約62％）の巡回連絡を実施

常時施錠の習慣付け、
フィルムの貼付

留守番電話機能の設定
①ニセ電話詐欺防止対策 ②住宅侵⼊窃盗防止対策

夜光反射材の着用
③歩⾏者事故防止対策

近隣住⺠と連携した
早期避難

④災害被害防止対策

交通死亡事故の抑制
▶ 月別交通事故死者数の推移

刑法犯認知件数の増加を抑制
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認知件数増減率の比較（対前年比）

上半期 下半期

▶ 刑法犯の月別認知件数の比較

年別

⽉別

各種施策の推進により下半期に
おいては、全国平均以下の数値
まで押さえ込んでいる。

前年比3,781件（23.7％）増加し、コロナ禍前（2019年）の水準に接近

６月から対策を開始し、増加を抑制

○ 過去10年平均をみると、10月以降増加するが昨年11月、12月、本年１月は⼤幅に減少
○ 昨年11月・12月の死者合計14⼈は、統計が残る昭和37年以降最少(本年１月最少同数)
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茨城県の治安概況 ※資料中で使用している数値には速報値も含まれます。

１ 刑法犯の認知・検挙状況 (4) 高齢者虐待事案の認知・検挙・通報状況

２ 人身安全関連事案の認知・検挙等の状況
(1) ストーカー事案の認知・検挙・警告状況 ３ ニセ電話詐欺の認知・検挙・被害額状況

(2) ＤＶ事案の認知・検挙・保護命令状況 ４ 交通事故の発生状況

(3) 児童虐待事案の通告・検挙状況 ５ 飲酒運転の取締り・飲酒運転による事故の発生状況

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05
通告人員 207 330 317 739 906 1,237 1,550 1,687 1,817 1,692 1,842
検挙件数 4 23 33 42 30 66 58 42 33 38 51
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05
認知件数 1,427 1,637 1,763 1,798 1,951 2,227 2,421 2,451 2,704 2,638 2,760
検挙件数 55 272 509 476 427 433 342 222 210 341 249
保護命令件数 50 47 45 24 29 28 26 18 23 28 17
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05
認知件数 428 380 475 519 526 462 421 475 492 396 493
指導警告件数 211 163 172 138 156 173 190 224 307 211 189
検挙件数 26 30 67 59 41 33 37 46 55 41 46
文書警告件数 17 67 186 145 93 66 13 17 11 6 0
禁止命令件数 1 5 13 11 32 33 50 66 66 46 66
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05
認知件数 127 202 201 267 304 418 438 477 487 476 512
通報人員 109 190 194 238 267 373 396 432 442 448 367
検挙件数 4 40 80 78 71 90 74 66 45 58 63
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05
認知件数(件) 290 301 404 428 340 364 376 306 259 254 242
検挙件数 57 47 45 47 73 104 157 121 98 68 64
検挙人員 32 24 48 52 60 61 56 44 35 36 30
被害額(千円) 1,659,505 1,436,759 1,229,232 978,867 574,139 524,650 633,133 550,224 476,843 466,127 499,228
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05
死者数 163 132 140 150 143 122 107 84 80 91 93
高齢者死者数 103 60 69 73 80 65 65 52 46 50 47
発生件数 13,279 12,534 11,613 10,455 9,679 8,682 7,447 6,049 5,929 6,271 6,489

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

死
者
数

発
生
件
数

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05
飲酒運転事故発生件数 172 166 136 138 152 118 107 68 65 77 78
飲酒運転取締り検挙件数 1,307 1,203 887 1,290 2,345 2,190 1,553 1,237 977 908 894
飲酒運転事故死者数 6 13 14 24 16 6 7 4 10 6 5
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05
認知件数 35,055 30,502 29,085 26,607 24,809 22,550 20,312 16,301 14,277 15,986 19,767
検挙件数 9,820 9,646 8,896 9,216 8,067 8,181 7,286 6,182 5,833 4,988 5,958
検挙人員 4,809 5,068 5,141 4,873 4,909 4,237 3,562 3,311 3,107 3,207 3,374
検挙率 28 32 31 35 33 36 36 38 41 31 30
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R05.1 R06.1
認知件数 1,252 1,646
検挙件数 513 363
検挙人員 236 240
検挙率 41 23
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死者数 19 12
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(１) 利用促進に向けた取組
・ 巡回連絡時における即時利⽤の働き掛け
・ 企業・団体等と協働/県、市町村を介した県⺠への周知
・ 学校を介した学生・生徒、保護者への働き掛け
・ 防犯キャンペーン等における即時利⽤の働き掛け

(２) ダウンロード数
・ 本年５月末 約28,000件

→  本年１月末 約126,000件(約4.5倍)
・ 本年2月末⽇現在 約133,000件

５ 歩⾏者事故防止対策

茨城県警察の重点施策・推進状況
令 和 ６ 年 ３ 月 1 5日

６ 県⺠の適正な避難等・防災意識向上対策

２ ニセ電話詐欺被害防止対策

１ 茨城県警察防犯アプリ「いばらきポリス」の利用促進 ４ ⾃動⾞盗防止対策

３ 住宅侵⼊窃盗防止対策

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月
累計 15,983 21,762 28,072 37,326 45,527 56,424 77,143 95,087 107,597 118,239 126,132
単月 5,779 6,310 9,254 8,201 10,897 20,719 17,944 12,510 10,642 8,094
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認知件数の推移（R5〜R6) 県内の無施錠被害率 ○ 特徴
・ 認知件数（本年１月末）

96件（前年比＋４件）※全国ワースト３位
約４割が無施錠、約５割がガラス破りでの被害

○ 対策
・ 巡回連絡やいばらきポリス、マスメディアへの

積極的な広報等により、「常時施錠の習慣付け」
「防犯フィルム等を活⽤した窓ガラスの強化」
「防犯カメラやセンサーライトの設置」を呼び掛け

○ 取組の成果
・ 認知件数は昨年６月をピークに減少傾向
・ 無施錠被害率が前年同期と比較して3.9ポイント
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○ 特徴
・ 認知件数（本年１月末）

37件（前年比－２件） ※全国ワースト５位
被害の約８割がドアロック中の被害

○ 対策
・ 巡回連絡やいばらきポリス、マスメディアへの積極的な

広報、⾃動⾞関連企業・団体と協働した啓発活動等により、
「バー式ハンドルロック等による物理的固定」「⾳や光を
発する警報装置の取付」「防犯カメラやセンサーライトの
設置」を呼び掛け

○ 取組の成果
・ 認知件数は昨年６月をピークに減少傾向
・ 未遂率が前年同期と比較して5.1ポイント増加

認知件数の推移（R5~R6) 未遂率の比較
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(１) 被害特徴
・ 認知件数・被害額ともに⼤幅に減少（認知件数︓12件（－28件）、被害額約1,400万円（－約1億700万円））

(２) 対策
・ 巡回連絡を通じた⾼齢者世帯の固定電話の留守番電話設定と架空料⾦請求詐欺⼿⼝の周知
・ 令和６年２月末で県内の⾼齢者世帯約23万件で実施

(３) 取組の成果
・ 令和５年中、認知件数については全国では増加したものの、当県では減少

県内︓242件（前年比－12件）
全国︓19,033件（前年比＋1,463件）

・ ２月末の認知件数については、過去10年で最少

認知件数の比較（過去10年平均）
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(1) 歩⾏者死亡事故の特徴（令和５年中）
･ 状態別では、歩⾏中が36％を占め最も多い。歩⾏者死亡事故の要因別では、前⽅不注意が70％を占める
･ 昼夜別では、夜間が76％を占め、夜間死者のうち⾼齢者が68％を占める。夜間死者は全員反射材非着⽤

(2) 対策
○ 反射材の貼付活動の強化

・ 巡回連絡等を通じて反射材の貼付活動を実施 ⾼齢者85万⼈中、約177,000⼈に貼付（R5.6~R6.2）
○ 横断歩⾏者妨害取締りの強化

・ 過去10年間の月平均の
4.3倍の横断歩⾏者妨害
を検挙

・ 対策前後を比較すると
対策前の1.6倍実施
（238件→372件）

(3) 取組の成果（信号機のない横断歩道における交通事故発生状況（対策前後の比較））

・ 本県の対策前後における月平均の死亡・重傷事故発生件数を比較すると、3.3件から1.1件と66.7％減少

3.3 件

1.1 件

対策前 対策後

茨城/死亡･重傷

76.3 件 74.8 件

対策前 対策後

全国/死亡･重傷

2.0%

66.7%
減少

減少

212 227 234
279

409 381 399 399 395 367 342 326
373

328

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

月別検挙件数

対 策 前 対 策 後
月平均 238件 月平均 372件1.6倍増加

令和５年 令和６年

86件

372 件

0

100

200

300

400

過去10年 対策後

月平均検挙件数比較

4.3倍
増加

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月
6 10 6 7 6 4 2 2 3 9 8 6 3 8

月平均
うち死亡・重傷 3 4 4 2 1 1 0 1 1 4 2 0 0 1

月平均
427 379 391 320 305 269 278 214 327 406 504 637 441

月平均
うち死亡・重傷 78 88 78 61 59 51 45 45 57 84 103 146 83

月平均

対策前

7.3茨
城

人身発生件数

74.8

全
国

人身発生件数
3.3

376

5.1

1.1
未
発
表

対策後

379

76.3

（対策前比−30.1%）

（対策前比−66.7%）

（対策前比−0.8%）

（対策前比−2.0%）

(1) 災害時の避難をめぐる特徴
･ 「これまで被害にあっていない」「近隣住⺠も避難してい
ない」等の意識

(2) 近隣住⺠同⼠が連携した早期避難
･ 防災意識向上を⽬的とした防災講話の実施

889回・55,450⼈に働き掛けた結果、参加者の防災意識が
向上

(3) ⾃主防災組織・防災リーダーとの連携
･ 各地域の組織やリーダーに「避難訓練」を働き掛け

237回・1,599団体に働き掛け、309団体が避難訓練を実施
(4) 災害等緊急事態に備えた指導・支援の強化

･ 警察署への指導、⽀援した結果、職員の災害対処能⼒が向上

対策前
月平均 ７３人

対策後
月平均５，５４５人

約76倍増加

県警察による防災講話の受講者数

72.7％
減少

・ 本年2月末の認知件
数は、過去10年の平均
と比較しても⼤幅減
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○ 令和６年度警察費当初予算案の概要について

１ 予算額

（単位：千円）

※ 人 件 費～職員給与費、退職手当、会計年度任用職員雇用費等

一般行政費～活動経費、庁舎等維持管理費、その他の諸費

投資的経費～交通安全施設整備費、警察施設整備費等

人件費

49,986

(77.4%)

一般行政費

9,218

(14.3%)

投資的経費

5,338

(8.3%)

令和６年度警察費当初予算は、約645億4,200万円で、前年度と比較する

と約19億1,700万円（3.1％)の増となっており、その主な要因は、職員給

与費や退職手当の増などによるものです。

また、内訳は、職員給与費等の人件費が77.4％を占め、次いで活動経費

等の一般行政費が14.3％、交通安全施設整備費等の投資的経費が8.3％と

なっています。

（単位：百万円）

令和６年度警察費内訳

増減率

警察費 64,542,305 62,625,169 1,917,136 ＋3.1%

県予算 1,251,190,267 1,292,193,509 △ 41,003,242 △3.2%

区　分 令和６年度 令和５年度 増減額
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２ 主な事業

本県の刑法犯認知件数及び交通人身事故発生件数は、長期にわたり減少

傾向を維持してきましたが、令和４年から増加に転じ、現在もその傾向が

続いています。刑法犯の中でも、ニセ電話詐欺、住宅侵入窃盗及び自動車

盗は、巡回連絡を活用した高齢者総合安全対策等により減少傾向を示して

いるものの、金属類を狙った窃盗が太陽光発電施設を中心に多発しており、

早急な対策が必要となっています。交通事故については、死者数に占める

高齢者の割合が依然として高く、飲酒運転、妨害運転等の悪質・危険な違法行

為も後を絶たない状況にあります。

こうした情勢を踏まえ、令和６年度当初予算では、自動車盗や住宅侵入窃盗

といった身近な犯罪から県民の生活を守るための取組や、子供や高齢者をはじ

めとする全ての道路利用者の安全の確保等の総合的な交通安全対策に重点を置

いて編成しました。

(1) 治安対策の強化 新：新規事業、拡：拡充事業

ア 自動車盗対策事業費 【予算額： 362,521千円】

◆ 事業内容：自動車盗を始めとする重要窃盗犯や重要犯罪の捜査に有

効な緊急配備支援システムの整備等

拡 緊急配備支援システム60基の増設（95基増設３か年計画を２か年に

前倒し）

○ 緊急配備支援システム30基の更新

○ ヤード対策用カメラ15台のリース経費

○ よう撃捜査支援装置30台の運用管理

イ 安全安心まちづくり推進事業費 【予算額： 39,073千円】

◆ 事業内容：防犯アプリ等を活用した情報発信による犯罪被害防止及

びニセ電話詐欺等の検挙活動の強化

〇 防犯アプリ等を活用した情報発信による県民の犯罪被害防止

犯罪情報発信管理システムのリース経費

○ ニセ電話詐欺等の検挙活動の強化

捜査支援用カメラ等ニセ電話詐欺対策用資機材のリース経費

ウ 捜査活動強化費 【予算額： 136,278千円】

◆ 事業内容：捜査活動強化のための資機材整備

○ ＩＢＢＮを活用した捜査用ネットワークの運用

○ 取調べ録音・録画装置の更新

○ 携帯電話・スマートフォン解析機のリース経費

エ 警察署等建設整備費 【予算額： 755,592千円】

◆ 事業内容：警察署の建て替え

○ 古河警察署令和６年度事業計画：建設工事

R4：基本設計、R5：実施設計、R6～R8：建設工事、R8:供用開始

新 石岡警察署令和６年度事業計画：基本設計等

R6：基本設計、R7：実施設計、R8～R10：建設工事、R10:供用開始
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オ 交番・駐在所等建設整備費 【予算額： 124,963千円】

◆ 事業内容：交番・駐在所の建て替え

○ 令和６年度事業計画：交番１所(常総署伊奈地区交番)の建設工事

カ 警察施設改修費 【予算額：1,324,690千円】

◆ 事業内容：警察施設の長寿命化を踏まえた計画的な改修

○ 令和６年度事業計画

・ 警察署外装改修・設備更新工事

・ 本部庁舎窓際空調機、無停電電源装置等更新工事

・ 駐在所リフォーム４所

キ 警察車両整備費 【予算額： 119,689千円】

◆ 事業内容：警察機動力を確保するための警察車両の計画的な整備

○ 令和６年度整備計画

・ パトカー等四輪車 39台

・ 白バイ・オフロード二輪車 ２台

・ 原動機付自転車 10台

計 51台

ク 通信指令システム運営費 【予算額： 502,738千円】

◆ 事業内容：110番通報や重要事案に迅速・的確に対応するための通

信指令システムの運営費

〇 システム機器のリース料及び通信回線料

○ 令和５年中の110番通報受理件数等

・ 110番通報受理件数 244,598件

・ 緊急配備発令件数 76件

ケ 警察情報化推進費 【予算額：1,517,113千円】

◆ 事業内容：警察業務の合理化・高度化のための警察情報システムの

運営及びサイバー犯罪対策解析用資機材の整備等

〇 業務の合理化・高度化に向けたＩＴ環境の整備

○ 警察情報管理システムの維持管理

運転免許管理システム等計50業務

○ サイバー犯罪への対応

高度な解析用資機材のリース経費等

コ 警備対策費 【予算額：10,835千円】

◆ 事業内容：日本植物園協会第59回大会における警備対策

新 レンタカー、警備対策用資機材の整備
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(2) 交通安全対策の推進

ア 交通安全施設整備費 【予算額：2,627,185千円】

◆ 事業内容：交通事故を防止するとともに交通事故死者数を減少させ

るための交通安全施設の重点的・効果的な整備

○ 令和６年度事業計画

・ 信号機新設 36基

・ 信号制御機更新 358基

・ 信号灯器ＬＥＤ化 423式

・ 道路標識、道路標示

イ 交通指導取締費 【予算額： 62,906千円】

◆ 事業内容：飲酒運転を始めとする悪質・危険な違反に重点を置いた

交通指導取締りのための取締資機材の計画的な整備等

○ 交通取締用資機材の整備

記録式飲酒検知器３台、定置式スピードメーター１台

○ 交通警察活動用経費

交通取締り・事故処理用消耗品費、機器点検・修繕料

ウ 自動車運転免許講習費 【予算額： 404,309千円】

◆ 事業内容：交通情勢や安全運転の知識等を習得させる講習及び悪質

な運転者等の危険性を改善させるための講習の実施

○ 令和６年度講習計画

・ 更新時講習350,700人、取得時講習、停止処分者講習、違反者講

習等
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○ 令和５年度警察費補正予算案の概要について

１ 補正予算額

（単位：千円）

区 分 補正前の額 補 正 額 最終予算額

警 察 費 62,625,169 51,395 62,676,564

災害復旧費 － 7,601 7,601

２ 補正内訳

（単位：千円）

項 目 補 正 額 主 な 内 容

警察費 51,395

警察管理費 288,270

公安委員会費 △4,670 許可事務委託料等の執行残

警察本部費 563,854 職員給与費の不足分

警察施設費 △177,168 工事請負費等の執行残

運転免許費 △90,995 運転免許講習委託料等の執行残

恩給及び退職年金費 △2,751 恩給費の執行残

警察活動費 △236,875

一般活動費 16,830 食料費等の不足分

装備費 △69,930 自動車損害保険料等の執行残

刑事警察費 △61,175 使用料等の執行残

交通指導取締費 △122,600 工事請負費等の執行残

災害復旧費 7,601

公共施設等災害復旧費 7,601

災害警察施設復旧費 7,601 台風13号被害の復旧費用
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条 例 （案） の 概 要 

 
 

条例の名称 

 
 茨城県地方警察職員定員条例の一部を改正する条例 

１ 制定（改正） 

 の理由・根拠 

警察法施行令の一部改正に伴うもの 

２ 制定（改正） 

 の目的 

警察官を期限付きで増員し、新規採用者を確保するため、警察

官の定員を改正し、安定した組織運営に資する。 

 

３ 背景・必要性 (1) 定年年齢の段階的な引上げにより、令和５年度から令和 14

年度までの間は定年退職者が２年に一度しか生じないため、こ

れに伴い新規採用の人数が年度により乱高下する。 

(2) 上記に対応するため、警察庁において、定年引き上げに伴う

新規採用数確保のための期限付き増員（令和６年度）として、

警察法施行令で定める本県警察官の定員基準が 14 人増員され

ることとなったことに伴い、本条例についてもこれに合わせ改

正しようとするもの。 
４ 内 容 警察法施行令が一部改正されることにより期限付きで増員さ

れる警察官の定員を、新規採用者である巡査に充てるため、令和

６年４月１日から令和７年３月 31 日までの間、巡査、警察官の

合計及び地方警察職員の合計の定員を 14 人増員する。 

区 分 現行（人） 改正案（人） 増員数（人） 

警 視 145 145 ±０ 

警 部 316 316 ±０ 

警部補及び巡査部長 2,856 2,856 ±０ 

巡 査 1,497 1,511 ＋14 

小 計 4,814 4,828 ＋14 

その他の職員 581 581 ±０ 

合 計 5,395 5,409 ＋14 
 

５ 効果・影響 本条例の改正により、定年退職者の生じない年度においても、

新規採用者を安定的に確保することができる。 

 

【新規採用者の安定的な確保による効果】 

①就職希望者の就職機会の確保 

②新規採用者の質の確保 

③新規採用者数の乱高下による忌避感から生じる志望者数の 

減少回避 

④年齢構成の偏りから生じる将来的な人事構想への影響緩和 

６ 施行日 令和６年４月１日 
 

７ 参考事項   
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1 

報告第２号 

 

  地方自治法第 179 条第１項の規定に基づく専決処分について 

 

 別記のとおり専決処分したので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第３項の規定に基づき、報告する。 

原案承認されたい。 

 

   令和６年３月５日提出 

茨城県知事  大 井 川  和 彦     
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2 

別 記 

 

  訴えの提起について 

 

 茨城県は、損害賠償請求事件の第一審判決を不服とするので、次のとおり東京高等裁判所へ訴えを提起する。 

１ 提訴の相手方の住所及び氏名 

住            所 氏        名 

 取手市新取手三丁目３番６－201号  鈴 木   薫 

 

２ 訴えの要旨 

  警察官の職務行為に違法性はなく、相手方の主張を認めて損害賠償を命じた原判決には承服できない。 

上記については、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであるので、地方自治法（昭

和22年法律第67号）第179条第１項の規定に基づき、専決処分する。 

 

   令和６年２月27日 

茨城県知事  大 井 川  和 彦     
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【基本方針】
安全安心を実感できる「いばらき」の確立に向けて、県内の治安情勢に

的確に対応しつつ、警戒の空白を生じさせないための組織体制を構築する

令和６年度茨城県警察組織改編の概要について

◆ 不法就労・不法滞在外国⼈対策の強化
不法滞在外国⼈が⾦属盗等を敢⾏していることに鑑み、関係

機関・団体への働きかけや違法⾏為の摘発等を推進するため、
外事課の体制を拡充

◆ 匿名・流動型犯罪グループに対する戦略的な
取締りの強化

匿名・流動型犯罪グループの実態解明・検挙対策を推進する
ため、組織犯罪対策第一課（現・組織犯罪対策課を改称）に組
織犯罪対策特捜第三係を新設

◆ 組織的に敢⾏される窃盗事件対策の強化
急増する⾦属盗をはじめ、組織的に敢⾏される窃盗事件の捜

査を一層推進するため、捜査第三課内に組織窃盗捜査係・特命
捜査係を新設

薬物銃器の密輸を含めた国際犯罪の摘発を効率的・合理的に
推進するため、国際捜査課と薬物銃器対策課を統合し、組織犯
罪対策第二課を新設

◆ 国際犯罪対策の強化

専⾨的な知識・技術を要するサイバー事案に的確に対処する
ため、生活安全部に⼈材育成や官⺠連携を推進するサイバー企
画課を新設するとともに、サイバー犯罪対策課の捜査⽀援体制
を拡充したサイバー捜査課を新設

◆ サイバー事案への対処能⼒の強化

◆ 要⼈の安全確保に係る対策の強化
要⼈の安全確保や⼤規模⾏事の警備に万全を期すため、警備

課に警衛警護室を新設するとともに、警衛・警護に関する業務
を一元的に管理するポストとして「警衛警護室⻑」を配置
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資 料 ２ 

 

  

 

 

 

令和５年度県出資法人等経営評価結果報告 
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        経営評価結果の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

             ○ （公財）茨城県防犯協会・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

             ○ （公財）茨城県暴力追放推進センター  ・・・・・・・・・・・２ 

 

 

 

 

 

令和６年３月 15 日 

警  察  本  部 
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○経営評価結果の概要 
 

    令和５年度の経営評価の結果は、次のとおりである。 
 

 
 評価区分 

法人数 
 

（構成比） 

 内     訳 令和４年度 
法人数との比較 

 
一般社団・財団法人 公益社団・財団法人 会社法法人 特殊法人 

概ね良好 ２４ 
（75%） 

４ １４  ４ ２ － 

改善の余地 
あり 

 ４ 
（13%） 

０ ２ ２  ０ ▲１ 

改善措置 
が必要 

 ３ 
（9%） 

０  ０ １  ２ － 

大いに改善を要 

する又は緊急の 

改善措置が必要 

 １ 
（3%） 

０  ０ １ ０ － 

合 計 ３２ ４ １６   ８ ４ ▲１ 

  
（注）１ 法人数の増減 

・対象外となった法人 ▲１法人 
（社福）茨城県社会福祉事業団（Ｒ４評価：改善の余地あり） 

 
 

２ 評価区分に変更があった法人 なし 
 
 
 
 

 

1 
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（警察本部） 令和５年度県出資法人等経営評価結果 （令和４年度決算ベース）

法　　人　　名

＜評 価 区 分＞

所　　管　　課

基本財産 県出資額 県出資比率

148,071千円 30,000千円 20.3％

前期正味
財産増減額

当期正味
財産増減額

正味財産
期末残高

284千円 △490千円 157,376千円

＜概ね良好＞ 資産 負債 正味財産

生活安全総務課 166,685千円 9,309千円 157,376千円

基本財産 県出資額 県出資比率

804,311千円 300,000千円 37.3％

前期正味
財産増減額

当期正味
財産増減額

正味財産
期末残高

△11,815千円 △10,398千円 849,561千円

＜概ね良好＞ 資産 負債 正味財産

組織犯罪対策課 850,022千円 461千円 849,561千円

住宅侵入窃盗や自動車盗、ニセ電話詐欺をはじ
め、県民に身近な犯罪の被害を防止し、県民の治
安に対する不安を払拭するため、犯罪被害が発生
する原因や課題を分析し、具体的かつ効果的な被
害防止対策の啓発活動等を推進するよう指導して
いく。

また、県民のディフェンス力の向上のため、防
犯思想の普及・高揚に努めるとともに、引き続
き、地域住民、関係機関と連携した犯罪の起きに
くい社会づくりの推進を図るよう指導していく。

さらに、自転車等防犯登録制度の広報啓発や賛
助会員の新規獲得など、財政基盤の強化にも目を
向けた活動の推進について指導していく。

法人の業務は、不当要求防止責任者講習の実施
と暴力団に関する相談が中心となるが、不当要求
防止責任者講習については、受講対象となる選任
事業所の拡大を図るとともに、具体的事例を交え
た実践的な講習を実施するよう指導していき、受
講環境についても集合講習に加え、オンラインに
よる講習を導入しており、引き続き受講者が受講
しやすい環境を整えるよう指導していく。

また、暴力団に関する相談については、警察及
び弁護士との確実な連携により、早期に問題解決
を図るよう指導していく。

暴力団排除活動を行う法人として、各種業務の
機会を捉え暴力団排除活動への積極的な支援を行
い、県民にとって最も身近な存在となるよう効果
的な広報活動を展開するとともに、安定した事業
を実施するためにも、業務活動に賛同してくださ
る賛助会員を募集して、より財政基盤の充実を図
ることを指導していく。

左 に 係 る 対 応

法人は、暴力団員の不当要求等について県民か
らの相談に応じ、関係機関と連携して問題解決に
努めているほか、不当要求防止責任者講習や暴力
団追放活動支援金の支給等を通じて、暴力団排除
活動を行っている。

引き続き、県民が安全で安心して暮らせる地域
社会の実現を図るため、法人の活動を積極的にＰ
Ｒするとともに、幅広い暴力団排除活動により、
暴力団員による不当要求の抑止や相談事案の早期
解決等に努められたい。

また、法人の活動費は、基本財産の運用益と賛
助会員の会費等により賄われており、事業を継続
するためには、経費の削減に努めるとともに、新
たな賛助会員や寄付金の募集、助成金の獲得な
ど、財政基盤の充実を図られたい。

本県の刑法犯認知件数は１９年連続で減少して
いたが、令和４年中は前年と比較すると
約１，７００件の増加に転じた。特に、住宅侵入
窃盗及び自動車盗の犯罪率(人口１０万人当たりの
認知件数)は全国第１位となっており、県民の治安
に対する不安を払拭するためにも、法人の果たす
べき役割の重要性はますます高まっている。

引き続き、犯罪の起きにくい社会づくりを推進
するため、関係機関等と連携して、犯罪被害が発
生する原因や課題を分析し、効果的な啓発活動を
行うなど、地域の防犯力強化のため防犯思想の普
及・高揚に取り組まれたい。

また、防犯登録事業の収入確保のため、自転車
等防犯登録制度のＰＲに努めるとともに、法人の
活動やその果たすべき役割を広く周知し、賛助会
員の拡充を図るなど、財政基盤の強化を図られた
い。

番
号

決　算　状　況　等 総 合 的 所 見 等

2

(公財)茨城県暴力
追放推進センター

出
資

1

(公財)茨城県防犯
協会

出
資

決
算

資
産

資
産

決
算

27
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条 例 （案） の 概 要 

 
警察本部生活安全部生活安全総務課・交通部交通総務課 

条例の名称 

 
茨城県警察関係手数料徴収条例の一部改正について【一部改正】 
 

１ 制定（改正） 

 の理由・根拠 

 次の理由・根拠から茨城県警察関係手数料徴収条例（平成 12 

年茨城県条例第 53 号。以下「手数料条例」という。）の一部を 

改正するもの。 

(1) 地方公共団体の手数料の標準に関する政令（平成 12 年政

令第 16 号。以下「政令」という。）の一部改正に伴う手数料

の額の改定 

(2) デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するた

めのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律（令和

５年法律第 63 号。以下「一括法」という。）により、書面掲

示規制の見直しがされ、今まで手数料を徴収していた事務が

廃止されること等に伴う所要の改正 

 
２ 制定（改正） 

 の目的 

 公安委員会又は警察署長が処理する事務に関する手数料の額

を改めるため。 

３ 背景・必要性  政令の一部改正及び一括法の施行日（令和６年４月１日）に合

わせて一部改正した手数料条例を施行する必要があるため。 

４ 内 容  別紙のとおり 

５ 効果・影響  １、２、３記載のとおり 

 

６ 施行日 

 

 
 令和６年４月１日 

７ 参考事項  手数料条例の一部改正に伴い、茨城県証紙条例（昭和 39 年茨

城県条例第 25 号）について所要の改正を行う。（付則による改正） 
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別紙 

 

４ 内容 

(1) 手数料の額の改定（前記１(1)関係） 

銃砲刀剣類所持等取締法（昭和 33 年法律第６号）第５条の５第１項の規定に基づ

く猟銃の操作及び射撃の技能に関する講習を受けようとする者の手数料の額の改定 

現行：12,700 円 → 改正後：14,000 円 

(2) 手数料の削除（前記１(2)関係。当該手数料を徴収していた事務自体が廃止） 

ア  警備業法（昭和 47 年法律第 117 号）第５条第５項の認定証の再交付に係る手 

数料 

イ 警備業法第 11 条第３項の認定証の書換えに係る手数料 

ウ 自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律（平成 13 年法律第 57 号。以下 

「代行業法」という。）第５条第５項の認定証の再交付に係る手数料 

エ 代行業法第８条第３項の認定証の書換えに係る手数料 

オ 探偵業の業務の適正化に関する法律（平成 18 年法律第 60 号。以下「探偵業法」 

という。）第４条第３項の規定に基づく同条第１項の規定による届出（探偵業開

始届出）があったことを証する書面の交付に係る手数料 

カ 探偵業法第４条第３項の規定に基づく同条第２項の規定による届出（探偵業変

更届出）があったことを証する書面の交付に係る手数料 

キ 探偵業法第４条第３項の規定に基づく届出があったことを証する書面の再交 

付に係る手数料 

(3) その他所要の改正 

 
 
 
※ 参考（一括法の概要） 

特定の場所において書面で掲示されていたもの（営業所に掲示することが義務付けら

れている警備業に係る認定証等）について、インターネットによる閲覧等を可能とする

ために規制の見直し等がされた。 
その結果、警備業法等で規定する認定証等についても廃止となり、事業者は認定を受 

けたことを示す内閣府令等で定める様式の標識を自ら作成の上、営業所に掲示するとと

もに、インターネットに掲載することとなった。 
 

【一括法のイメージ図】 

 
公安委員会から交付された                自作の標識を掲示 
書面を掲示               
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⾃転⾞盗抑止対策の推進

令和６年３月15日

１ 認知状況

生 安 部

３ 若年層を重点とした抑止対策

(3) SNS等を活用した呼び掛け
○ 県警察公式X（旧Twitter）を

活⽤した情報発信
○ ⼤学生らの防犯活動の様子、

具体的な防犯対策の情報提供
○ 防犯アプリ「いばらきポリ

ス」を活⽤した被害多発地域の
通知

〇 主要駅、⼤学周辺アパート駐輪場で多発

施錠なし
70%

施錠あり
30%

被害認知警察署（令和５年中）

２ 被害の特徴

(3) 窃盗犯の⼿⼝割合（令和５年中）

【乗り物盗別】

(4) ⾃転⾞盗認知件数の推移（過去10年）

(1) 刑法犯認知件数の推移（過去10年） (2) 窃盗犯認知件数の推移（過去10年）

盗難⾃転⾞の施錠割合（令和５年中）

【職業別】

(1) キャンペーンによる呼び掛け
○ 発生多発署において、管内の

⼤学と協働し、防犯キャンペー
ンを実施

○ 施錠設備がない⾃転⾞利⽤者
に対し、施錠の助言指導

○ ⾃転⾞ヘルメット着⽤の呼び
掛け

(2) チラシ等を活用した呼び掛け
○ 教育委員会を通じて県内中学

校、⾼校等に配布
○ 生徒、保護者に対して確実な

施錠のほか、複数の防犯対策を
呼び掛け

○ 駅駐輪場、アパート等の管理
者対策

小学生 1%
中学生 9%

高校生
34%

大学生
20%その他学生 3%

有職者
25%

無職その他 8%

キャンペーンの実施状況

⾃転⾞盗被害防止チラシ

配信内容の例（県警察公式Ｘ）

順位 管轄署 認知件数
1 つくば 438件
2 水⼾ 325件
3 土浦 236件
4 取手 156件
5 ひたちなか 140件

〇 若年層への施錠の徹底の働きかけ

認知件数と同様傾向

⾦属盗及び⾃転⾞盗が増加窃盗犯が約７割
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○ 県⺠が期待するパトロール活動の推進について

令和6年3月1５日
地 域 部

１ 令和５年度ネットリサーチの結果

２ パトロール活動の強化
3 令和６年能登半島地震における特別⾃動⾞警ら部隊の派遣

○ 毎⽇の生活の中で犯罪や事故に遭う不安を感じるか→70％（前年比＋0.8%）
○ 県警察に最も⼒をいれてほしいことはどれか→24.0%（前年比-0.1%）

○ 事件・事故の未然防止や犯⼈検挙のため、発生状況等を分析し、事件等
が多発する時間帯・地域に重点を置いたパトロール

○ 不審者等に対する職務質問、危険箇所の把握、犯罪多発地域の家庭や事
業所に対する防犯指導
(1) 「⾒せる」パトロール活動

・ 通学路等における⽴哨活動、駅・繁華街等の駐留警戒、コンビニエン
スストアや⾦融機関等への⽴寄り警戒、パトカーによるレッド⾛⾏

(2) 「知らせる」パトロール活動
・ 昼間の不在世帯、深夜の家庭・事業
所に対してパトロールカードを配布

○ 特別⾃動⾞警ら部隊（本部地域課、⾃動⾞警ら隊、署地域課）を編成
し、本年１月から継続的に⽯川県へ派遣（１⽇平均４⼈、合計48⽇間）
して、羽咋警察署や珠洲警察署管内で活動

○ パトカーによる警戒、警ら活動、現場広報等による犯罪抑止活動を実施
○ 被災者にパトカーや制服警察官の姿を⾒せることにより、安⼼感を醸成
○ 被災者から「茨城から助けに来てくれてありがとう」 「パトカーの姿

を⾒ると安⼼する」との感謝の声

・ 住⺠の反響

朝、ポストに入ったパトロール
カードを⾒て、夜中にパトロール
してくれていると思うと安⼼する

空き巣の被害に遭って不安だった
が、深夜にパトロールしてくれ、
⼼強く感じる

▶ パトロールの強化は県⺠の要望

羽咋警察署

【⽯川県内におけるパトロールの状況】

珠洲警察署
す ず

はくい

日常生活の安全の確保、安心感の醸成
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(3) 県内における実態解明の推進
・ 県内における未把握の匿名・流動型犯罪グループが多数存在すると推認される

ことから、早急な実態解明が必要

匿名・流動型犯罪グループ対策の強化

令和６年３月15日

２ 匿名・流動型犯罪グループの現状

３ 今後の課題１ 匿名・流動型犯罪グループの概要
【匿名・流動型犯罪グループとは】

暴⼒団とは異なり、SNSを通じるなどした緩やかな結びつきで離合集散を繰り返す
犯罪グループ

例）ニセ電話詐欺、違法⾵俗営業、裏ｶｼﾞﾉ、客引き、ｽｶｳﾄ・芸能関係、非⾏集団、
薬物密売、暴⾛族、原資不明の⾦銭取引がある者 等

(3) 検挙リスクを避けた活動への転換
例）【暴⼒団組員】→【ﾆｾ電話詐欺(上層部)】→【事業(性⾵俗、芸能、ｽｶｳﾄ等)】

警察が治安責任を果たすため
暴⼒団と同様に対策に⼒を⼊れなければならない対象

(1) 犯罪組織の潜在化に伴う柔軟な対策
・ 暴⼒団や準暴⼒団等の明確な組織性を有する犯罪組織のみならず、枠組みで捉

えきれない潜在化した部分を視野に入れた対策の必要性

(2) 準暴⼒団を始めとした匿名・流動型犯罪グループの台頭
闇バイト強盗、ニセ電話詐欺、グループ間トラブル、暴⼒団の下請け活動、⾵
俗関連事犯等が増加

(4) 暴⼒団への資⾦提供
「事業」で⼤⾦を⼿にした者は、繁華街・歓楽街における各種トラブルや他組織
からの防衛等のため「強い暴⼒団組織」を選んで資⾦提供し後ろ盾とする構図

ﾘｽｸ高
収益少

ﾘｽｸ低
収益多

４ 対策強化に向けた取組

【匿名・流動型犯罪グループの特徴】
・ 匿名性の⾼い通信⼿段等を活⽤しながら役割を細分化
・ 離合集散によりメンバーが流動的に変化
・ 犯罪によって得た収益を基に各種の事業活動に進出
・ 活動実態を匿名化・秘匿化する実態

・ 匿名・流動型犯罪グループに特化した専従班による実態解明・検挙体制を構築
・ 生活安全部門と組織犯罪対策部門との連携強化による歓楽街対策の強化

【体制の強化】

(1) 実態解明
・ 部⾨の垣根を越えた情報収集活動
・ 集約された情報の分析による実態解明の徹底

【警戒の空白を生じさせないための対策】

(2) グループ形態の多様化による実態把握の困難性
・ 犯罪ごとに離合集散するなどメンバー間の繋がりが希薄
・ 明確な組織性を有さずグループの外縁が不明瞭
・ 闇バイトで集めた実⾏役をSNS等を通じて指⽰しており⾸魁の姿が⾒えにくい

(3) 犯罪収益対策
・ 違法な資⾦獲得活動の把握に重点を置いた実態解明
・ 犯罪収益の剥奪及び資⾦源の遮断

(2) 戦略的な取締り
・ 重点的に取り締まるべき匿名・流動型犯罪グループの選定
・ あらゆる法令を駆使した取締りの強化

(1) 暴⼒団構成員等の減少
（要因）

・ 暴対法や暴排条例を活⽤した総合対策による効果
・ 犯罪組織の多様化 等

刑 事 部
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歩行者側 運転者側

【夜間】反射材着用者の死亡事故は発生しておら
ず、反射材の着用促進を図る必要がある。

令和6年3月15日
交 通 部

歩行者事故防止対策について

(1) 自動車対歩行者事故発生件数／横断歩行者妨害取締り件数の推移

(2) 状態別（死者93人）

１ 交通死亡事故の発生状況（令和５年中）

(2) 夜間の自動車対歩行者事故発生件数／反射材貼付・配布数の推移

○ 横断歩行者妨害の取締り件数は3,018件で、R4より約1.8倍増加
〇 事故発生件数は417件で、R4より7.9％減少。死亡・重傷事故は124件で、R4より
17.3％減少した上、コロナ禍(R2〜R4)より少なく、統計が残る平成２年以降最少

○ 発生件数の増減率をみると、全国が5.5％増加した一方で、本県は7.9％減少。特に死
亡・重傷事故は、全国が10.9％増加した一方で、本県は17.3％減少

３ 今後の対策

R5の対策を継続

○ 反射材貼付・配布数は約16万4,000枚で、R4より約1.7倍増加
〇 夜間の事故発生件数は173件で、R4より8.9％減少。死亡・重傷事故は52件で、R4より
28.8％減少した上、コロナ禍(R2〜R4)より少なく、統計が残る平成２年以降最少

○ 発生件数の増減率をみると、全国が5.6％増加した一方で、本県は8.9％減少。特に死
亡・重傷事故は、全国が12.6％増加した一方で、本県は28.8％減少

R5の対策を継続

２ 高齢歩行者の保護を重点とした取組と成果

(3) 自動車対歩行者事故の特徴（死亡事故33件33人）

死者数 構成率
歩行中 422 35%

運転 362 30%
同乗 94 8%

自転車乗用中 166 14%

運転 158 13%
同乗 6 0%

1,208 100%

状態別

自動車乗車中

二輪車乗車中

合計

(参考)過去10年間（H25〜R4）

○ 死者数を状態別にみると、歩行中が33人と最も多く、36％を占める。

➡ 令和５年５月以降、高齢歩行者の保護を重点とした取組を開始
【夜間対策】 反射材着用促進の強化
【昼間対策】 横断歩行者妨害取締りの強化

※ 令和４年中も令和５年中と同様の特徴
・ 歩行中死者数は、高齢者が72％を占める。
・ 歩行者事故は、79％が夜間に発生し、死者全員が反射材非着用である。
・ 歩行者事故の最大の要因は、前方不注意で89％を占める。

【昼間】ドライバーに緊張感を与え、歩行者
保護意識の醸成が必要である。

横断歩行者妨害取締りの強化反射材着用促進の強化

① 昼夜別では、夜間が25人と76％を占める。
② 夜間死者数の年齢層別では、高齢者が17人と68％を占める。
③ 夜間死者は、全員反射材非着用である。
④ 事故要因別では、前方不注意が23件と70％を占める。

夜, 
25人, 76%

昼,
8人, 24%

昼夜別（33人）

高齢者, 
17人, 68%

以外, 8人, 
32%

年齢層別

着用なし, 
25人, 100%

反射材着用有無 前方不注意, 
23件, 70%

安全不確認, 
5件 15%

その他, 
5件, 15%

要因別（33件）

歩行中, 
33人, 36%

自動車乗車中, 
26人, 28%

二輪車乗車中, 16
人, 17%

自転車乗用中,
17人, 18%

作業者, 1人, 1% ・ 過去10年間の死者数
を状態別にみると、歩
行中が35％と最も多く
を占める。

死者の
３人に1人は歩行中

(1) 交通死亡事故の抑制
○ 死者数は、前年よりも２人多い93人
○ 月別の死者数は例年10月以降、増加傾向にあるところ、昨年11月、12月、本年１月
は大幅に減少（−18人）
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令和５年度 決算特別委員会 事務事業の見直し、改善の申し入れへの対応状況一覧 

【部局名：警察本部】 

No. 申し入れの項目  
（担当課） 

申し入れの内容 Ｒ６当初予算への反映状況 その他対応状況 

１ 運転経歴証明書について 

 

（運転免許センター） 

運転経歴証明書は、運転免許証返納

後に身分証明書として使用すること

ができる。高齢者などの運転免許証

自主返納を促進するため、現行有料

（1,100 円）の「運転経歴証明書」を

無料で交付できるよう検討するこ

と。 

 運転経歴証明書は、本人の申

請により付与される本人の便

宜のためのものであることか

ら、条例で手数料の徴収が定め

られていると承知している。 

警察では、今後とも、自主返

納及び運転経歴証明書制度の

周知を図るとともに、自動車の

運転に不安を有する高齢者等

が運転免許証の自主返納等を

しやすい環境の整備に向けた

取組を進めていく。 
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不法就労・不法滞在外国⼈対策について

令和６年３月15日

２ 不法滞在外国⼈による犯罪の現状（令和5年１〜10⽉）

警 備 部

１ 県内における不法就労外国⼈の現状

４ 茨城県警察の取組

○ 巡回連絡、防犯アプリを活⽤した情報発信による県⺠
のディフェンス⼒向上

○ 外国⼈コミュニティとの連携強化
○ 犯罪分析結果に基づく不法滞在外国⼈の取締りの徹底
○ 不法就労助⻑の摘発強化
○ 関係機関・団体への働き掛け

３ 不法滞在外国⼈の稼働先

不法就労外国⼈の稼働場所として２割を占めている 平成27年以降、令和３年を除き全国最多

農業従事者が本県では約７割を占め、全国の約３割と比較して多い

【不法就労外国⼈数】
全国６，３５５⼈（令和４年）

雇⽤時の⾝分確認（在留資格・期限、就労制限
の有無）の徹底

【不法就労外国⼈の就労内容】（令和４年）

不法就労外国⼈は、県⺠の財産・生命・⾝体を脅かす犯罪に係わっている
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